
 

 

 

■ 歯科口腔保健基本計画における指標 

基本方針 指    標 策定時 直近値 目標値 

定期受診

困難者の

歯科口腔

保健 

障害者支援施設及び障害児入所施設での歯科検診実施率の増加 37.3％ 51.0％(Ｈ26 ) 100％ 

介護老人福祉施設及び介護老人保健施設で入所者の口腔管理を行

っている施設数の割合の増加 
34.5％ 60.6％(Ｈ27 ) 100％ 

在宅療養支援歯科診療所の割合の増加 5.6％ 7.5％(Ｈ27) 15％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主な課題等 

 障がい者(児)の口腔管理、歯科治療に対応できる歯科医療機関は十分ではない。障がい者（児）の

口腔ケアサポート体制の整備を進める必要がある。 

 要介護高齢者・在宅療養者の口腔管理、歯科治療の対応できる歯科医療機関は十分ではない。地域

包括ケア推進の中で充実を図る必要がある。 

 

 

● 地域歯科保健活動支援事業 

（１）口腔ケア連携推進支援 

   地域包括ケアシステムの体制状況を踏まえ、要介護高齢者、障害者（児）への口腔ケア支援

活動、多職種連携のための人材育成に関する支援を行う。 

● 地域歯科保健課題対応事業 

  地域における歯科保健状況の実態を踏まえ、地域の歯科口腔保健の課題に対応した取組を実施する。 

   

 

 

 

 

 

課題に対応する新規・重点的事業 

障害者・要介護高齢者・在宅療養者の歯科口腔保健 

 

＜28 年度予定事例＞ 

  ・地域包括ケアに向けた在宅口腔ケア推進のための基盤づくり 

  ・地域包括ケアシステムにおける経口摂取支援を目的とした歯科医療と介護の連携推進について 

  ・在宅要介護者の歯科口腔保健の医療と介護の連携体制の強化 

  ・障害児と歯科医療をつなぐ体制の推進 

  ・障害児歯科口腔保健医療対策の充実～発達障害児に対する予防的支援の環境づくり～ 
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● 歯科口腔保健推進研修事業 （国庫 8020 運動推進特別事業） 

  歯科専門職及び地域関係者等の資質の向上と連携を促進するための研修事業を行う。 

● 地域医療介護総合確保基金事業 

（１）在宅歯科診療設備整備費補助金  

   在宅歯科診療に必要な医療機器等の整備に係る経費に対する補助 

（２）在宅歯科医療連携室事業 （歯科医師会委託） 

   在宅歯科医療を推進するため、医科・介護の連携、在宅歯科医療希望者の窓口、在宅歯科医療実

施歯科診療所の紹介等 

（３）歯科衛生士再就業支援事業 （歯科医師会委託） 

   未就業歯科衛生士の再就業を支援するための歯科衛生士バンク及び研修事業等 

（４）在宅歯科医療支援設備整備費補助金 （歯科医師会） 

   災害時でも在宅歯科医療が行えるよう訪問歯科診療の支援体制の整備を行う。 

（５）在宅療養歯科医養成推進事業 （愛知学院大学） 

   在宅歯科医療学寄附講座の開設 

（６）成人期口腔ケア推進事業 （歯科医師会委託） 

   高齢期における良好な口腔状態の保持に向けた対策推進のため、県内事業所の従業員とその家族

を対象に成人期の歯科口腔状態等の実態調査を行う。 

 

 

 

 

○ 障害者（児）歯科口腔保健推進事業 （国庫 8020 運動推進特別事業 歯科医師会委託） 

その他継続する事業・取組 


